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様式1-1	R7年度
丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金
受給資格認定申請書

令和　　年　　月　　日
丹波市長　　林　　時彦　様

申請者
事業所在地  〒　　 －
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所地　　  〒　　 － 　　 ※個人事業主の場合、自宅住所をご記入ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所名称（屋号）　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
電話番号（携帯）　   （　　　）　　 －　　　　　　　　 　　

丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金の交付に係る認定を受けたいので、丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

	起業年月日
	年　　月　　日

	業種（事業内容）
	


	契約した賃貸物件
	所在地
名　称

	賃貸人
	住　所
氏　名

	契約締結年月日
	年　　月　　日

	店舗等賃借料
	　　　　　　　    円／月 （税抜）


※該当する加算区分に〇をつけてください。
	加算区分
	

	なし
	

	過疎加算（青垣地域または山南地域で賃借）
	

	若者加算（起業時に40歳未満）
	

	女性活躍加算（起業する人が女性）
	




【添付書類】
(１)　収支予算書・起業計画書
(２)　丹波市商工会の推薦書
(３)　不動産賃貸借契約書及び平面図面の写し
(４)　所得税法に基づく開業届又は商業・法人登記事項証明書の写し
(５)　丹波市税納税状況確認同意書または丹波市税の滞納がないことを証する書類（発行日から１月以内のものに限る。）
(６)　許認可等を必要とする業種の場合、その許可証の写し
(７)　誓約書
(８)【下記の加算区分該当者】
公的機関発行の身分証明書の写し
※二重下線の身分証明書は生年月日、性別ともに確認可能
　　　　　・若者加算：生年月日が確認できるもの（例：マイナンバーカード・運転免許証・住民票・年金手帳・年金番号通知書・障害者手帳　等）
　　　　　・女性活躍加算：性別が確認できるもの（例：マイナンバーカード・住民票・年金手帳　等）
(９)　その他市長が必要と認める書類
※公的機関発行の身分証明書を添付しない場合（丹波市に住民登録がある方に限る。）
住民基本台帳閲覧に関する同意
私は、本補助金の交付申請にあたり、市が行う審査に必要な下記の項目について、市が私の住民基本台帳を閲覧することに同意します。
※閲覧に同意する項目に〇をつけてください。
【閲覧項目】氏名 ・ 生年月日 ・ 性別 
【申請者署名】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※本同意に基づき確認した閲覧情報は、本補助金の交付事務以外には使用いたしません。

【裏面に続く】
